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○船橋市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例 

平成14年12月27日 

条例第58号 

（安全基準に適合しない土砂等による土砂等の埋立て等の禁止等） 

第７条 何人も、安全基準に適合しない土砂等を使用して、土砂等の埋立て等を行ってはならない。 

２ 市長は、土砂等の埋立て等に安全基準に適合しない土砂等が使用されているおそれがあると認

めるときは、当該土砂等の埋立て等を行っている者に対し、直ちに当該土砂等の埋立て等を停止

し、又は期限を定めて現状を保全するために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

３ 市長は、土砂等の埋立て等に安全基準に適合しない土砂等が使用されていることを確認したと

きは、速やかに当該土砂等及び当該土砂等の埋立て等が行われ、又は行われた場所の土壌に係る

情報を住民に提供するとともに、当該土砂等の埋立て等を行い、又は行った者に対し、期限を定

めて当該土砂等の埋立て等に使用された土砂等（当該土砂等により安全基準に適合しないことと

なった土砂等を含む。）の全部若しくは一部を撤去し、又は当該土砂等の埋立て等による土壌の

汚染を防止するために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

 

（土砂等の埋立て等による崩落等の防止措置等） 

第８条 土砂等の埋立て等を行う者は、当該土砂等の埋立て等に使用された土砂等が崩落し、飛散

し、又は流出しないように必要な措置を講じなければならない。 

２ 市長は、土砂等の埋立て等に使用された土砂等が崩落し、飛散し、若しくは流出し、又はこれ

らのおそれがあると認めるときは、必要に応じ、当該土砂等の埋立て等を行い、又は行った者に

対し、これらを防止するために必要な措置を講ずるよう指導するものとする。 

 

（特定事業の許可） 

第９条 特定事業を行おうとする者は、特定事業に供する区域（以下「特定事業区域」という。）

ごとに、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。ただし、当該特定事業が次の各号のい

ずれかに掲げる事業である場合にあっては、この限りでない。 

(1) 国、地方公共団体その他規則で定める公共的団体が行う事業（以下「公共事業」という。） 

(2) 採石法（昭和25年法律第291号）、砂利採取法（昭和43年法律第74号）、千葉県土採取条

例（昭和49年千葉県条例第１号）その他の法令及び条例（以下「法令等」という。）に基づ

き許認可等（許可、認可、免許その他の自己に対し何らかの利益を付与する処分をいう。以下

同じ。）がなされた採取場から採取された土砂等を販売するために一時的に土砂等の堆積を行

う事業 

（平27条例63・一部改正） 

 


